
延滞金の算出方法の概要 
 納期限までに完納されない場合に、納期限までに納付された人との公平性を保つために、本

来納めるべき税額のほかに「延滞金」を加算して納めていただくことになります。 

 延滞金は、納期限の翌日から納付される日までの日数と税額に応じて算出しています。 

〇延滞金とは 

〇延滞金の割合 

 納期限の翌日から１か月までの利率と、１か月経過した日以降の利率をそれぞれの日数に応

じて税額に乗じ、合わせたものが延滞金となります。 

 

 

 

（ア）  

納期限の翌日から１か月を 

経過する日までの日数 

 

 

 

（イ） 

納期限の翌日から１か月を 

経過する日の翌日以後の日数 

納期限 実際に納付した日 １か月 

 

納期限の翌日から１か月を 

経過する日まで 

（（ア）の期間中の日数） 

年７．３％ 

・各年の延滞金特例基準割合に年1％を加算した割合と7.3％を比較  

 して、いずれか低い方の割合を当該年内について適用します。 

 

納期限の翌日から１か月を 

経過する日の翌日以後 

（（イ）の期間中の日数） 

年１４．６％ 

・各年の延滞金特例基準割合に年7.3％を加算した割合と14.6％を比 

 較して、いずれか低い方の割合を当該年内について適用します。 

※延滞金特例基準割合とは、租税特別措置法第９３条第２項の規定により、財務大臣が告

示する平均貸付割合（日本銀行が公表する前々年９月から前年の８月における「国内銀行

の貸出約定平均金利（新規・短期）」の平均）に、年１％を加算した割合です。 



期間ごとの延滞金割合一覧表 

 

期 間 

（ア） 

納期限の翌日から１か月を

経過する日まで 

（イ） 

納期限の翌日から１か月を

経過する日の翌日以後 

平成26年1月1日から平成26年12月31日 ２．９％ ９．２％ 

平成27年1月1日から平成28年12月31日 ２．８％ ９．１％ 

平成29年1月1日から平成29年12月31日 ２．７％ ９．０％ 

平成30年1月1日から令和2年12月31日 ２．６％ ８．９％ 

令和3年1月1日から令和3年12月31日 ２．５％ ８．８％ 

令和4年1月1日から令和7年12月31日 ２．４％ ８．７％ 

令和8年1月1日から ２．８％ ９．１％ 

※滞納税額に１，０００円未満の端数がある場合は、端数を切り捨ててから計算します。 

※算出した延滞金の額が１，０００円未満の場合は全額を切り捨てます。また、１００円未満

の端数がある場合は端数を切り捨てます。 

〇延滞金の計算例 

令和７年度市民税・県民税の第４期（令和８年２月２日納期限）２５０，４００円を、

令和８年４月３０日に納付した場合 

 

（２５０，０００円×２．８％×２８日÷３６５日） 

  ＋（２５０，０００円×９．１％×５９日÷３６５日） ≒ ４，２１４円 

 

 →納付が必要な延滞金は４，２００円です（１００円未満切り捨て）。 


